
人
人 R02 8,402
％ H27 8,039
人
人
％

R02

H27
×

×

×

×

○

○

○

×

×

×

○

×

× ×

○ ×

○ ×

× ×

○ ×

× ×

× ○

千円

う ち 補 助
単 独 % 97.0 %

千円 (%)

令 和 5 年 度 H27 年 国 調 52,294 区 分 R02 年 国 調 H27 年 国 調
人
口

R02 年 国 調 48,602 産 業 構 造 人口集中地区人口
年国調 都 道 府 県 団 体 名

増 減 率 △ 7.1 年国調
2121

常 陸 太 田 市
地 方 交 付 税 種 地 Ⅰ-2

市 町 村 類 型 Ⅰ-1

茨 城 県
面 積 (k㎡) 371.99

08

人 口 密 度 ( 人 ) 131

決 算 状 況
住

民

基

本

台

帳

人

口

6.3.31 46,976 第 １ 次 1,806人 2,083人
5.3.31 47,916 7.6% 8.4%

増 減 率 △ 2.0
歳 入 の 状 況 ( 単 位 千 円 ･ ％ ) 第 ２ 次 6,215人 6,838人
区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比 26.5% 27.4% 年国調世帯数

指 定 団 体 等
の 指 定 状 況

区 分 令和5年度(千円) 令和4年度(千円)
地 方 税 5,416,011 20.2 5,246,314 34.5 19,243
地 方 譲 与 税 382,569 1.4 382,569 2.5 第 ３ 次 27,272,659
利 子 割 交 付 金 1,777 0.0 1,777 0.0 63.3% 61.1% 19,436

14,868人 15,212人 年国調世帯数 歳 入 総 額 26,863,926
旧 新 産 歳 出 総 額 25,539,598 25,920,114

33,675 0.2
市 町 村 税 の 状 況 ( 単 位 千 円 ･ ％ )

旧 工 特 歳 入 歳 出 差 引 1,352,545
株式等譲渡所得割交付金 37,487 0.1 37,487 0.3 低 開 発 翌年度に繰越すべき財源 341,195 228,413

1,324,328配 当 割 交 付 金 33,675 0.1

1,124,132
ゴルフ場利用税交付金 61,367 0.2 61,367 0.4 山 振 単 年 度 収 支 △ 140,999 △ 400,402

収 入 済 額 構 成 比 超 過 課 税 分
旧 産 炭 実 質 収 支 983,133地 方 消 費 税 交 付 金 1,098,566 4.1 1,098,566 7.2

区 分

763,793
軽油引取税・自動車取得税交付金 2,418 0.0 2,418 0.0 法 定 普 通 税 5,228,324 96.5 21,535

5,228,324 96.5 21,535 過 疎 積 立 金 563,639特別地方消費税交付金 - - - - 普 通 税
首 都 繰 上 償 還 金 - -

自動車税環境性能割交付金 36,321 0.1 36,321 0.2 市 町 村 民 税 -2,405,518 44.4 21,535 近 畿 積 立 金 取 崩 し 額 115,823

一人当たり平均9,464,256 35.3 8,108,108 53.4 法人均等割 77,531 1.4 - 指 数 表 選 定

中 部 実 質 単 年 度 収 支 306,817 363,391
地 方 特 例 交 付 金 等 36,196 0.2 36,196 0.3 所 得 割

法 人 事 業 税 交 付 金 87,900 0.3 87,900 0.6 個人均等割 86,690 1.6 -
2,158,576 39.9 - 財政健全化等

特 別 交 付 税 1,352,836 5.1 - -
財 源 超 過

うち消防職員

- 教 育 公 務 員

普 通 交 付 税 8,108,108 30.2 8,108,108 53.4 法 人 税 割 82,721 1.5 21,535

3,312 0.0 - - うち純固定資産税

2,325,178 42.9 -固 定 資 産 税

62.0 15,132,698 99.6 軽 自 動 車 税
2,294,239 42.4 -

-

給料月額(百円)
1,633,106 3,293

324,065 3,56191
496

32,286 3,587
78,981 3,03826

9交通安全対策特別交付金 4,020 0.0 4,020 0.0 市町村たばこ税 294,575 5.4
202,934 3.8( 一 般 財 源 計 ) 16,658,543

3,298
-

使 用 料 238,410 0.9 37,472 0.2 特別土地保有税 - -
119 0.0 - 臨 時 職 員分 担 金 ・ 負 担 金 24,175 0.1 - - 鉱 産 税

-
- -手 数 料 188,613 0.7 - - 法 定 外 普 通 税

1,665,392合 計 505
-

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日
17,990 0.3

187,687 3.5 - 一人当たり平均給料
都 道 府 県 支 出 金 1,515,213 5.7 - - 入 湯 税
国 有 提 供 交 付 金 - - - - 法 定 目 的 税

(報酬)月額(百円)-

8,850
寄 附 金 213,904 0.8 - - 都 市 計 画 税 169,697 3.2

- - 議員公務災害 し 尿 処 理 市区町村長 1財 産 収 入 95,235 0.4 24,462 0.2 事 業 所 税 -

7,050-

事 務 機 共 同 常 備 消 防 議 会 議 長
繰 入 金 1,007,333 3.7 - - 水利地益税等 - - -

非常勤公務災
害 ごみ処理 副市区町村長 1

1,569,361 5.8 - - 3,950

5.0 - - 法 定 外 目 的 税
税 務 事 務 4,150

退 職 手 当 火 葬 場 教 育 長 1 6,650

-
1 4,600-

そ の 他

小 学 校 議会副議長 1

伝 染 病

-

13,709,862 13,607,408
5,601,754

構 成 比 (A)のうち普通建設事業費 (A)の充当一般財源等 基 準 財 政 需 要 額
5,417,137

区 分 令和5年度(千円) 令和4年度(千円)

うち減収補てん債 - - - -
21,53587,961 0.3うち臨時財政対策債 合 計 5,416,011 100.0

決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区 分 決 算 額 (A)
基 準 財 政 収 入 額

区 分
6,961,423 6,734,703

3,028,133 11.9 2,970,384 - - 総 務 費 3,980,016
議 会 費 189,508 0.7 - 189,508 標 準 税 収 入 額 等4,991,950 19.5 4,801,777 4,722,952 30.9

扶 助 費 4,327,178 16.9 1,759,647 1,276,604 8.3
7.4

元 利 償 還 金

15.6 272,687 3,183,466 標 準 財 政 規 模 15,157,492 15,155,636
0.40 0.40

2,351,366 9.2 2,286,052 2,286,052 15.0 衛 生 費
民 生 費 8,351,350 32.7 52,137 5,138,600 財 政 力 指 数

2,351,242 9.2 2,285,928 2,285,928 15.0 労 働 費 15,527 0.1
1,926,697 7.5 43,727 1,491,631 実 質 収 支 比 率 (%)

100.0
124 0.0 124 124 11.5 11.83.1 107,562 517,076

8,847,476 8,285,608 54.2
0.0 農 林 水 産 業 費 795,424

6.5
- 15,527 経 常 一 般 財 源 等 比 率 (%) 100.3

-

-

物 件 費 3,961,860 15.5 3,125,766 2,504,981 16.4 土 木 費 3,095,729 - -

-

-2.8 7,787 584,589 実 質 赤 字 比 率 （ ％ ）

5.7 467,643 947,316 実 質 公 債 費 比 率 (%) 3.8

31,134 財 調 6,790,009

4.4維 持 補 修 費 719,824 2.8 660,254 660,254 4.3
2,444,438 9.6 1,994,170 1,267,179 8.3 10.4

6,342,192
繰 出 金 2,346,082 9.2 1,947,833 1,824,404 11.9 公 債 費 2,351,366 9.2 - 2,286,052 減 債 7,157,722 7,832,768

10,293 0.0 5,359 5,066 0.0 災 害 復 旧 費 31,134 0.1 -

3,652,500

積 立 金 1,144,747 4.5 809,139 - - 5,000,550 4,617,481
投資･出資金･貸付金 1.9 1.3 - - - -

- 諸 支 出 金 - - -
16,635,873 17,366,882

-
18,537,679 物 件 等 購 入 - -

-
2,740,832 10.8 716,066

3,647,116

前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

下 水 道 1,043,472
う ち 人 件 費

-
1,585,775 6.2 635,235 簡 易 水 道 168,124
1,084,875 4.2 48,949 上 水 道 61,938

10,908 収 益 事 業 収 入 -
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 7,188

96.4

再 差 引 収 支 60,913 そ の 他 2,961,068

工 業 用 水 道 27,500 保険税(料)収入額 80,361

99.5 98.62,346,082 347,332

実 質 的 な も の -

99.6

-
災 害 復 旧 事 業費 31,134 0.1 31,134 (減収補てん債（特例分）

- - - 農 業 共 済 - 国 庫 支 出 金 15 合 計 99.4 98.0

被 保 険 者 数 ( 人 )

98.8

98.1

そ の 他

99.5

市 町 村 民 税

人
人

収
支
状
況

地 方 交 付 税
区 分 職員数(人) 給料月額(百円)

一
般
職
員
等

一 般 職 員
震災復興特別交付税

うち技能労務員

-国 庫 支 出 金 3,569,167 13.3 - - 目 的 税 187,687 3.5

R6.4.1
R6.4.1
R6.4.1
R6.4.1
R6.4.1

地 方 債 議 会 議 員 15 R6.4.1老 人 福 祉 中 学 校
諸 収 入 427,407 1.6 45 0.0 旧 法 に よ る 税 -

- -繰 越 金 1,352,545

歳 入 合 計 26,863,926 100.0 15,198,697 100.0

性 質 別 歳 出 の 状 況 (単位千円･％) 目 的 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 千 円 ･ ％ )

人 件 費
う ち 職 員 給

公 債 費

一 時 借 入 金 利子 公 債 費 負 担 比 率 (%)
健

全

化

判

断

比

率補 助 費 等 将 来 負 担 比 率 （ ％ ）教 育 費 2,644,193
消 防 費 1,447,273

428,600 2,176,705

12.1 1,360,689 1,976,075 連結実質赤字比率（％）
商 工 費 711,381( 義 務 的 経 費 計 ) 11,670,494 45.6

480,187 405,841 195,638

実 質 収 支 147,054 保 証 ･ 補 償
2,771,966 10.9 747,200 25,539,598

70,000 0.3 合 計

99.3 97.2

うち一部事務組合
積 立 金
現 在 高

特 定 目 的
前年度繰上充用金 地 方 債 現 在 高

- -
投 資 的 経 費 経常経費充当一般財源等計 歳 出 合 計 100.0 2,740,832

(

支

出

予

定

額

)

債

務

負

担

行

為

額

14,738,064 公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

国
民
健
康
保
険
事
業

会
計
の
状
況

普通建設事業費
経 常 収 支 比 率

99.3 97.2

被保険者
１人当り

土 地 開 発 基 金 現 在 高 - -
失 業 対 策 事 業費 及び臨時財政対策債除く) 徴

収

率
現
年

･ 計歳 入 一 般 財 源 等 保 険 給 付 費

歳 出 合 計 25,539,598 100.0 18,537,679 19,859,967 純 固 定 資 産 税


